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決議Ⅷ.14 

ラムサール条約湿地及びその他の湿地に係る 

管理計画策定のための新ガイドライン 
 
 
1. ラムサール条約第 3 条１項が、「締約国は、『国際的に重要な湿地』の登録簿に掲げられて

いる湿地の保全を促進するため、計画を作成し、実施する」と定めていることを考慮し、 
 
2. 同条約第３条２項が、「各締約国は、その領域内にあり、かつ、登録簿に掲げられている湿

地の生態学的特徴が既に変化しており、変化しつつあり、または変化するおそれがある場

合には、これらの変化に関する情報をできる限り早期に入手することが出来るような措置

を取る」よう、またラムサール条約事務局に「これらの変化に関する情報は、遅滞なく通

報する」よう規定していることを同じく考慮し 
 
3. 「ラムサール条約湿地及びその他の湿地の管理計画策定に関するガイドライン」を採択し

た決議 5.7、科学技術検討委員会（ＳＴＲＰ）に、この分野での最近の進展を見直すよう求
めている勧告 6.13、そしてこれらのガイドラインが依然として価値があることを再認識し
た決議Ⅶ.12を想起し 

 
4. 決議Ⅶ.12において、締約国がＳＴＲＰに対して、ラムサール条約事務局の支援を得て、環

境、社会、経済的影響評価及び費用便益効果、ゾーニング、多目的利用、緩衝地帯の設計

と維持、予防的アプローチ原則の適用等の最新のアプローチについて再検討する追加的手

引きを、第 8 回締約国会議（ＣＯＰ８）での検討に備えて準備するよう指示したことを重
ねて想起し、 

 
5. 決議Ⅶ.12が求める追加的手引きの準備にあたって、締約国が利用する包括的管理計画策定

の手引きが、この分野における最新の進展を反映し、しかも一貫していて理解しやすいこ

とが確実であるようにするためには、決議 5.7において採択された手引きの完全な改訂が必
要であるとＳＴＲＰが決めたことを知り、 

 
6. 決議Ⅶ.12において、締約国が、2002年の COP8までに、各締約国の条約湿地の少なくとも

３/４で、管理計画が準備中であるか、実施されていること、またひとたび実施されたなら
完全な実施が図られるべきであると要請したことに留意し、さらに今回の締約国会議に提

出された国別報告書の記載事項によると、少なくとも 397 箇所のラムサール条約湿地、す
なわちリストに含まれるもののうちの 35％がこれに相当することに重ねて留意し、 

 
7. ラムサール条約湿地及びその他の湿地の管理計画の策定及び実施は、統合的管理計画策定

のプロセスの一部であり、以下の事柄について手助けとなる：すなわち条約湿地管理の目

標を決定し、目標を達成するために必要な管理行動を特定しかつ記述し、湿地のさまざま

な特徴に影響しまた影響を及ぼすおそれのある因子を把握し、生態学的特徴における変化

を見抜くため、また管理の効果を測定するためのモニタリングの必要条件を明確にし、管

理が有効で十分であることを立証し、効果的な管理の継続を維持し、あらゆる利害の対立

を解決し、管理を実施するための資源を獲得し、湿地、団体及び利害関係者の内部及び相

互の間のコミュニケーションを可能にし、そして、地方、国内、国際的レベルの政策に確

実に従うことの手助けとなることを認識し、また 
 
8. ラムサール湿地及び生物圏保護区のための目録、評価、モニタリング、ゾーニングなどの

管理計画策定の手引きを見直し、また可能な限り一致させるための行動を包むラムサール

条約事務局とユネスコの人と生物圏プログラム（ＭＡＢ）の間での「2002-2003年共同作業
計画」を意識し、 
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締約国会議は 
 
9. この決議の付属書である、「ラムサール条約湿地及びその他の湿地に係る管理計画策定のた

めの新ガイドライン」を採択する。 
 
10. 締約国に対して、特にまだ管理計画策定のプロセスと計画を持たない国内のラムサール条

約湿地に、新ガイドラインを適用してこのプロセスを確立し、実施するよう極めて強く要

請する。 
 
11. 特に、ラムサール条約湿地として登録された地域と同じ場所に他の指定も適用されるよう

な場合、別の管理計画策定のプロセスも存在すること、またこの別の管理計画策定のプロ

セスによるアプローチによって、湿地の保全と賢明な利用を確実にするための明確な保全

目標が、適正にそして完全に実施される場合は、管理計画策定を実行するための妥当な代

替策となりうることを認識する。 
 
12. ラムサール条約事務局に対して、このガイドラインの完全な適用が制限されるという状況

があり得るという認識のもとに、ガイドラインの実用的な適用のためのフィールドガイド

を開発するよう要請する。 
 
13. このガイドラインは、管理と計画策定のプロセスの中に管理計画の定期的な見直しと改訂

を含むよう勧告していることを指摘し、締約国に対して、ラムサール条約湿地及びその他

の湿地のための既存の管理計画の見直しと更新をする際に、「新ガイドライン」を適用する

ように強く要請する。 
 
14. 締約国に対して、中でも生物学的特徴の記載と維持そしてモニタリング計画の作成（決議

Ⅵ.1）、湿地リスクの評価と指標（決議Ⅶ.10）、環境影響評価に関する手引き（決議Ⅷ.9）、
再生に適した湿地の特定を含む、湿地の再生（復元）に関する手引き（決議Ⅷ.16）、「泥炭
地に関する地球的行動のためのガイドライン」（決議Ⅷ.17）など、締約国内の管理計画策
定のプロセスを手助けする、ラムサール条約から入手可能な全てのツール、手引きを利用

するよう奨励する。 
 
15. ラムサール事務局に対して、「ラムサール条約湿地及びその他の湿地に係る管理計画策定の

ための新ガイドライン」を、生物多様性条約（ＣＢＤ）、世界遺産条約、移動性野生生物種

の保全に関する条約（ボン条約・ＣＭＳ）、そしてアフリカ・ユーラシア渡り性水鳥保全協

定（ＡＥＷＡ）、ユーロサイト∗（Eurosite）、その他など、特に共通の利益のある湿地につい
ての管理計画策定のプロセスに関する湿地生態系の管理に関連した協定や組織に、伝達す

るよう要請する。 
 
16. 科学技術検討委員会（ＳＴＲＰ）に対して、ラムサール事務局の支援と、ＭＡＢ計画、Ｃ

ＢＤ、またその他の関連する機構の協力を得て、ラムサ－ル条約湿地とその他の湿地のた

めに、指標と迅速評価手法、リモートセンシングの利用を含む、ゾーニング、モニタリン

グ計画、方法論に関する追加的手引きの見直しと準備を行うよう要請する。 
 
17. 締約国がラムサール条約湿地及びその他の湿地の管理を計画する際には、今回の会議にお

いて採択された、統合的沿岸域管理に関する手引き（決議Ⅷ.4）、また湿地の生態学的機能
を維持するための水の配分と管理に関するガイドライン（決議Ⅷ.1）のみならず、「河川流
域管理に湿地の保全と賢明な利用を組み込むためのガイドライン」（ラムサールハンドブッ

ク第４巻）を定めた決議Ⅶ.18に適合するよう、河川流域内とその他の集水域におけるより
広い管理の実施を考慮するよう勧告する。 

 

                                                  
∗  （訳注）ユーロサイト：ヨーロッパ自然管理機関のネットワーク 
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18. 締約国に対して、「ラムサール条約湿地及びその他の湿地に係る管理計画策定のための新ガ

イドライン」において、管理計画策定プロセスのすべての段階で、全ての利害関係者の完

全な参加の確保に重きをおいていることを考慮し、また、「湿地の管理への地域住民及び先

住民の参加を確立し強化するためのガイドライン」（ラムサールハンドブック第５巻）を定

めた決議Ⅶ.8 と、このプロセスを支援するための、湿地の文化的側面についての基本原則
を定めた決議Ⅷ.19付属書のガイドラインを利用するよう強く要請する。 

 
19. 「ラムサール条約湿地及びその他の湿地に係る管理計画策定のための新ガイドライン」は、

中でも、今回の締約国会議において採択された「湿地管理を推進するための『サンホセレ

コード』」(決議Ⅷ.15)に湿地を登載する基準の基礎となるであろうことを指摘する。そして 
 
20. 締約国に対して、ラムサール条約湿地リストに記載された個々の湿地に、生態学的特徴の

特性の指標を含むモニタリング計画を確立するために、管理計画プロセスと「ラムサール

条約湿地とその他の湿地に係る管理計画策定のための新ガイドライン」を利用するように、

また湿地の生態学的特徴が既に変化しており、変化しつつあり、または変化する恐れがあ

る場合にそれを通知するために国内の機構を整備するように極めて強く要請し、また、ラ

ムサール条約第 3条 2項に従って、これらの変化を、ラムサール事務局に遅滞なく報告す
るように重ねて強く要請する。 
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付属書 
 

ラムサール条約湿地及びその他の湿地に係る管理計画策定のための 
新ガイドライン 

 
 

目次 
 

I  はじめに 
II  総合的ガイドライン 
III 河川流域及び沿岸域管理など広域環境管理計画策定への湿地管理の統合 
IV 湿地管理計画策定の機能 
V  地域住民と先住民を含む利害関係者 
VI  環境管理に予防的手法を適用する 
VII  管理計画策定はプロセスである 
VIII  インプット、アウトプットと成果 
IX  適応的管理 
X  管理単位、ゾーニング、そして緩衝地帯 
XI  管理計画の様式 
XII  前文・方針 
XIII  記載 
XIV  評価 
XV  目標 
XVI  根拠 
XVII  行動計画（管理プロジェクトと見直し） 

 
 
I. はじめに 
 
1. 以下のガイドラインは、1993 年に開催された第 5 回締約国会議における決議 5.7 で採択さ

れ、さらにラムサールハンドブック第８巻（2000 年 1 月）として出版された「ラムサール
条約湿地及びその他の湿地の管理計画策定のためのガイドライン」に代わるものである。

これは、環境・社会・経済的影響評価及び費用便益効果、ゾーニングと多目的利用、緩衝

地帯の設計と維持、予防的手法の適用に関する追加的な手引きとなる。 
 
2. 本ガイドラインは、国際的に重要な湿地のリストに入っている湿地の保全、締約国内の全

ての湿地の賢明な利用（ラムサール条約第 3条）、加えてラムサール条約湿地登録簿に掲げ
られているかどうかに係らず湿地に自然保護区（保護地域）を設けること（条約第 4 条１
項）に関する条約の要件に関わる。 

 
3. 以下のガイドラインは、個別湿地規模の管理計画策定に照準を合わせている。しかしなが

ら、本ガイドラインは、ラムサール条約湿地が１ヘクタール未満から 600 万ヘクタールま
での規模にわたるものまであり、また境界内に孤立した湿地のみを含むものがある一方で、

領域内に緩衝地帯、生息地モザイク、集水域という湿地ではない周辺部も含む場合もあっ

て、広範で、さまざまな‘湿地’の適用があることも認識している。このため、以下のガ

イドラインの適用にあたっては、各々のラムサール条約湿地及びその他の湿地の個別の特

徴と状況に従って、柔軟でなければならないことも認識している。 
 
4. ラムサール条約湿地管理計画は、地方、地域、または国家レベルにおける公共開発計画制

度に組み込まれなければならない。湿地の管理計画を適切なレベルの空間及び経済計画に
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組み込むことを通して、実施、人々の参加、そして地域の所有権が確実になる。さらに統

合により、外部からだけでなく、地域的な資金援助の可能性が増すであろう。 
 
5. 本ガイドラインはまた、個別湿地規模の管理計画は、賢明な利用計画及び管理のための多

因子的アプローチの一つ要素であるべきであること、また、統合的河川流域と沿岸域の規

模を含めた広範な規模の景観計画と生態系計画にリンクすべきであることを認識している。

これは、このような規模における方針と計画決定が、個別湿地の保全と賢明な利用に影響

を与えるからである。 
 
6. 以下の新ガイドラインは、さらに管理計画の、総合的管理計画策定のプロセスの一部とし

ての役割りを強調し、また適応可能な管理、成果、定量化された目標、及び統合的モニタ

リングなど、管理計画策定によい実践を取り入れるための補足的な助言も提供する。 
 
 
II. 総合的ガイドライン 
 
7. 湿地は自然的、人為的要因の影響を受けやすいダイナミックな地域である。湿地の生物多

様性と生産力（すなわち条約の定義による湿地の「生態学的特徴1」）を維持し、また人間に

よるそれらの資源の賢明な利用を受け容れるためには、様々な管理者、所有者、居住者、

及びその他の利害関係者の間での全体的な同意が不可欠である。管理計画策定プロセスは、

この同意を達成するための手続きを与える。 
 
8. 管理計画それ自体は技術文書でなければならないが、法的に支えられ、また状況によって

は法律文書として承認される事が適切であろう。 
 
9. 管理計画は動的で、かつ継続する管理計画策定プロセスの一部である。計画は継続的に見

直しを行い、モニタリングプロセス、優先事項の変化、緊急の課題を取り入れて整備され

なければならない。 
 
10. 管理計画策定プロセスの実施のために独立した担当部署を指定しなければならない。この

部署の存在を、全ての利害関係者に明確に伝えなければならない。このことは、複雑な所

有権及び管理状況があって、湿地に関わる全ての利益、利用者、及び圧力を考慮する必要

のある広大な湿地の場合、特に重要である。 
 
11. 条件は個々の湿地で異なるが、以下のガイドラインは世界中で適用することができるであ

ろう。本ガイドラインは湿地管理計画策定に当たっての概念的な背景と枠組み、そして管

理計画の主要な部分のアウトラインを提供する。本ガイドラインは完全な管理計画本体の

詳細な内容の処方箋を与えるものでないことは強調しておく。管理計画本体のためにはは

るかに詳細な文書が必要であり、地域あるいは地方レベルで準備されなければならない。 
 
12. 管理計画、および管理計画策定プロセスの大きさ、または複雑さは、各湿地の必要に応じ

たものでなければならない。多くの湿地にとって、大規模で精巧な、費用のかかる計画の

作成は不可能であり、またおそらく正当化することはできない。計画の規模と（おそらく

より重要であろうが）計画作成に利用できる資源は、湿地の規模と複雑さ、また湿地の保

護や管理のために利用できる全体の資源に比例しなければならない。従って、小さくて複

雑な問題のない湿地に対しては、短い、簡潔な計画で十分であろう。大きな、あるいは区

分化された湿地に対しては、湿地全体のための全体的な目標を記述した上で、湿地の各区

域に向けた個別の詳細な計画を展開するのが適切であろう。 
 

                                                  
1 湿地の生態学的特徴とは、「湿地生態系の生物的、物理的、化学的構成及び湿地のその生産物、機能、属性を維
持する相互作用を総合したものである。」（決議Ⅶ.10） 
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13. 管理計画策定は、決められた湿地の境界に制限されるべきでないこともしばしばである。

とりわけ河川流域または沿岸域においては、むしろ、計画と管理の各湿地が置かれたより

広い周辺状況を考慮に入れるべきである。湿地の存在自体が、本来、境界を越える存在だ

からである。湿地計画に外部の自然的、人為的要因と、それらの湿地に対する影響を考慮

するように、また湿地の管理目標をより広い計画策定プロセスの中で考慮するように図る

ことが重要である。国境を越えた湿地に関するガイダンスについては、さらに、ラムサー

ルの「湿地の保全及び賢明な利用を河川管理に組み入れるためのガイドライン」（ラムサー

ルハンドブック第４巻）、「統合的沿岸管理（ICZM）に湿地の問題を組み込むための原則及
びガイドライン」（決議Ⅷ.4）、そして「ラムサール条約の下での国際協力のためのガイドラ
イン」（ラムサールハンドブック第９巻）を参照のこと。次節では、個別湿地規模の管理と、

より広範な管理とのリンクについて詳述する。 
 
 

III. 湿地の管理の河川流域及び沿岸域の管理を含む広域の環境管理計画策定への組
み込み 

 
14. 湿地において、永続的な水の存在、あるいは少なくとも一定の重要な期間存在する水が原

因となって、土壌、微生物、また動植物の群集、群落がつくられ、そのため土地の機能の

仕方は陸上の生息地とは異なっている。湿地の生態系は、水環境に適応しており、変化に

対して脆弱である。殆どの湿地にとって、直接の降雨による水の供給の割合はかなり低く、

水の供給源の主要な部分は川または帯水層である。同様に、沿岸域の湿地は、川と、その

他地面から流れ込む淡水、そしてはるか沖からの海洋水と海水の量及び質によって影響を

受ける。 
 
15. 従って、条約湿地の管理に成功するには、これらの水の源を維持することが必要である。

水文学的循環の相互的な連関ということは、湿地からある程度はなれた場所での変化が決

定的な悪影響を与えうることを意味している。気候変動、土地利用の変更、水の抽出、公

共的供給のための水の貯蔵と変更、農業、産業用水、水力発電など、湿地まで達する水の

不足を招くことは全て、湿地の消失及び劣化の主要原因となる。湿地の保全及び賢明な利

用にとって鍵となる重要な要件は、適正な水質の適切な水が適正な時期に湿地に配分され

よう図ることである。詳細な情報については「湿地の生態学的機能を維持するための水の

配分と管理に関するガイドライン」（決議Ⅷ.１）参照のこと。 
 
16. 水問題の基本単位は、通常、河川流域（あるいは集水域）である。というのは、水の動き

を通して各構成要素とプロセスがつながっている水文学的な水系が集水域で区切られるか

らである。河川流域は通常、湿地、森林、草地、農業及び都市地域など、異なる土地タイ

プのモザイクでできている。「河川流域の統合的管理計画」（ＩＲＢＭ）という用語は、全

体的なアプローチを取る広い概念へと発展した。（ラムサール賢明な利用のためのハンドブ

ック４、「統合的湿地管理、及び河川流域管理に向けた賢明な利用」を参照のこと。） 
 
17. しかしながら、湿地のある河川流域が、広域計画のための最も適切な単位ではない場合も

あると認識することは重要である。これは地下の帯水層が必ずしも地表の河川流域と一致

しないために、地下水が湿地に対する水の供給に重要な役を担うときである。そのような

場合は、一つの帯水層の上に横たわる 2 つ以上の流域が、水資源管理の適切な単位となる
かもしれない。したがって個別湿地に基づいた適切な管理計画策定のためには、その基礎

として、その湿地と、表流水と地下水の水源との間の水文学的な関係を確認することが重

要である。 
 
18. 統合的河川流域管理は、ダブリン原則2を履行するためのアジェンダ 21の 18章において提

案された戦略として有名になった、統合的水資源管理（ＩＷＲＭ）を補完する。アジェン

                                                  
2 ：ダブリン原則は、1992年の水と環境に関する国際会議で採択された 
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ダ 21は「このような統合は、表層水と地下水の両方を含む、互いにつながったすべての淡
水のタイプを網羅し、また水量及び水質の側面を正しく考慮しなければならない。給水と

公衆衛生、農業、産業、都市開発、水力発電、内陸性漁業、輸送、レクリエーション、低

平地の管理、及びその他の活動のための水資源の多利益的利用だけでなく、社会経済的開

発の文脈における水資源開発の多部門性が認識されなければならない。」と断言する 
 
19. ＩＷＲＭの鍵となる要素は「水資源管理計画に最も適切な物理的な実体は、通常、河川流

域である」ということである。生態系管理の概念は、生態系の境界が河川流域境界と同義

になっているＩＲＢＭと広範な類似性があるが、生態系管理の焦点は、生態系機能の維持

にある。 
 
20. ＩＲＢＭまたはＩＷＲＭの目的は、政治家から地域社会まで、全てのレベルの利害関係者

を集め、また流域内の異なる部門のための水需要を考慮する3ことである。湿地の需要に対

する適切な水の配分を達成するには、河口部及び沿岸に存在する湿地を含めた、湿地の水

の必要性を特定し、他の利害関係者に伝えなければならない。また必要な水の配分を正当

化するために、湿地の水文学的、及び生態学的機能と湿地の財とサービスの規定など、湿

地の利益を把握することも必要不可欠である。 
 
21. 湿地のために十分な水の配分を達成することの容易さは、法の監督如何による。国によっ

ては南アフリカの水法や、ＥＵの「生息地に関する指令」と「水の枠組み指令」のような、

環境に関する水の配分に関連した法を持つところもあるであろう。これらの場合には、湿

地に対する十分な水の配分のための手続きが設けられるであろう。 
 
22. 水の利用がもたらす利益に基づいて、水の配分が行われる場合もあるだろう。水の配分を

要求して争う他の利害関係者としては、公共の水の供給、エネルギー、農業と産業界の代

表者があるだろう。そのすべてが、公衆衛生、食料、また雇用を含めた経済的成果など、

水の需要を正当化するために活発な議論を行うであろう。 
 
23. したがって、湿地に対する水の配分の達成は、湿地の利益についての研修、及び普及啓発

活動の構築を含む注意深い計画策定を必要とする、長いプロセスになるだろう。これらの

利益は、他の水利用者との取引が評価できる方法で提示される必要がある。漁業のように、

伝統的な財務分析に適した貨幣価値を与えることの出来る利益もあるが、これは一般的に、

社会的、文化的、または生態学的利益にはあてはまらない4。湿地の経済的価値はもとより、

そのすべての社会的、文化的、生態学的価値が評価できる、多基準分析のような意思決定

のための枠組みを確立する必要がある。 
 
24. ＩＲＢＭの履行のために、多くの国（または河川流域を共有する国の団体）が、ニジェー

ル、メコン、ザンベジ川、チャド湖流域などのように、河川流域管理局、または管理委員

会を設置している。しかしながら、河川流域部局と水関連省庁の多くは未だ、生産力（例：

漁業、牧畜、放牧）、及び社会的な重要性（例：地域住民と先住民による伝統的な利用また

はその文化遺産）など、湿地が提供する利益について不十分な評価しかしていない。実際

は多くの人が湿地を、水利用に関して競いあう、蒸発度が高く水を要求する存在としての

み認識している。河川流域計画を作る者及びその管理者が、単に水の利用を競いあうだけ

ではなく、湿地生態系が流域内の重要な要素であること、水から生活必需品を生み出す資

源でもあることを認識することは極めて重要である。したがって、水質改善のために湿地

を利用するといった湿地の賢明な管理は、ＩＲＢＭにとっての限界ではなく、解決策にな

り得る。 

                                                  
3 ：ラムサールハンドブック第４巻、湿地保全と賢明な利用の河川流域への統合 
4 ：Barbier, E., Acreman, M.C. & Knowler, D. 1997. Economic valuation of wetlands: a guide for policy makers and planners.Ramsar 

Convention, Gland, Switzerland. ［邦訳：Barbier, E., Acreman, M.C. & Knowler, D.著,小林聡史訳. 1999年. 「湿地の
経済評価：湿地にはどのような価値があるか」. 釧路国際ウェットランドセンター.］ 
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25. ＩＲＢＭは、湿地の利益を実証することの出来る対話のためのフォーラムを設置するので、

湿地の賢明な利用を推進するための機会ととらえる事が出来る。またさらに、たとえばダ

ム5のような、湿地に対して悪影響を及ぼす恐れのあるインフラ開発の提案の賢明さを問う

機会とすることもできる。（決議Ⅷ.2「世界ダム委員会（WCD）の報告およびそのラムサー
ル条約との関係」参照） 

 
26. 河川流域局あるいは同等の組織がまだない所には、利害関係者の関わりあう公開討論の場6

の設置を含めて、水の配分を決定するためのプロセスを開始することが必要であろう。 
 
27. 個別湿地のための管理計画策定のプロセスを展開する中で、湿地管理者らは、その湿地が

発現する地域の流域規模、帯水層、あるいは沿岸域というより広い文脈の管理プロセスを

考慮すること、またこれらのプロセスに働きかけることが重要である。この働きかけを通

して、当該湿地の必要性が認識され、この、より広い計画と管理の中に確実に、完全に組

み込まれるように図ることができる。 
 
 
IV. 湿地管理計画策定の機能 
 
28. 湿地管理計画策定プロセス及び管理計画の最も重要な機能は： 

 
機能Ⅰ．個別湿地管理の目標を特定すること 
 
これが計画策定プロセスの最重要機能である。湿地の生態学的特徴の重要な特性それぞれに

対して、また社会経済的、文化的、教育的な価値など湿地の機能と価値に関連するその他す

べての重要な特性に対して、管理目標を規定することが重要である。つまり、管理計画作成

の責任者にとって達成しようとするものが何であるかが明確でなければならない。 
 
機能Ⅱ．湿地の特性に影響する、あるいは影響する可能性のある要因を特定すること 
 
湿地の賢明な利用及び保全目標を達成する能力は常に、ある程度、社会の風潮や制約、義務

責任など多数の要因に左右される。実際には、目標を設定する湿地の特性に対して過去に影

響した、現在影響している、あるいは将来影響しうるすべてのものが達成能力を左右する要

因となる。すべての重要な要因を特定すること、そしてそれらが湿地、特にその生態学的特

徴の特性へ及ぼす影響に配慮することが重要である。最重要な要因については、計画策定プ

ロセスの一部として、環境影響評価（ＥＩＡ）を行う必要があるであろう。 
 
機能Ⅲ．対立を解消すること 
 
殆どの湿地では何らかの利害の対立があり、また優先事項の特定に困難があるであろう。計

画策定プロセスは、対立を解消し、また将来のための取り組みを確立するための公開討論の

場であるという認識が重要である。 
 
機能Ⅳ．モニタリングの要件を規定すること 
 
管理計画策定の文脈におけるモニタリングの機能の一つは、管理の有効性を測定することで

ある。目標が達成されつつあると知ること、そしてそれを他者に説明できることが肝要であ

る。従って、モニタリングは管理と計画策定に不可欠な要素であると認識すべきである。個

別湿地の生態学的特徴の変化を特定し管理できるようにモニタリングを企画しなければな

                                                  
5 ：Dams and development: a new framework for decision-making. Report of the World Commission on Dams,（ダムと開発：意思

決定のための新しい枠組み、世界ダム委員会の報告）Cape Town, South Africa, 2000 
6 ：決議Ⅷ.1「湿地の生態学的機能を維持するための水資源の配分と管理に関するガイドライン」参照 
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らない7。 
 
機能Ⅴ．目標の達成に必要な管理を特定し明示すること 
 
生息地や生息種に対する保護対策を必要とする殆どのケースでは、何らかの行動が、つまり

管理が必要となる。まず計画の管理目標の特定を確立した後は、必要とされている行動のコ

ストを特定し、説明し、見積もりをしなければならない。  
 
機能Ⅵ．効果的管理の連続性を維持すること 
 
効果的な管理とモニタリングの連続性は必須である。管理プロセスは広範な要因の変化に従

って適合させなければならない。管理は状況の要求に従って変化するが、管理の目的は程度

の差はあれ、普遍でなければならない。単に個別のプロセスの連続性だけではなく、効果的

管理の連続性を維持することが重要なのはこのためである。モニタリングの連続性は管理の

連続性と同等に重要である。 
 
機能Ⅶ．資源を獲得すること 
 
管理計画策定にあたっては湿地の管理に必要となる資源を特定し定量化しなければならな

い。この作業には詳細な予算作成も含まれる。この情報は、後で資源獲得の努力を支持し正

当化するための役に立つ。管理計画実施のために資金を配分することは、特に開発途上国で、

困難であることが多いが、大切なことは管理計画の中に資金調達管理の仕組みを明示するこ

とである。その仕組みとしては、例えば観光やアシの収穫、漁獲といった湿地からの収入を

創出することや、湿地のための信託基金その他の長期的資金調達機構などがある。多くの場

合、準備の初期段階で、管理計画の実行に責任をもつ組織の資金量査定が必要となるかもし

れない。資金量査定で不足が特定された場合は、行動計画の節で対応する必要がある (本ガ
イドライン第ⅩⅦ節を参照のこと)。 
 
機能Ⅷ．湿地、組織、利害関係者の内部及び相互間でコミュニケーション可能とすること 
 
コミュニケーションは組織内で、また組織と個人の間でも不可欠である。管理計画と管理計

画策定プロセスは、情報を構造化して理解できる形で提示する手段であり、これによって他

の人々に、湿地、管理目的及び管理プロセスについて伝えることができる。生態学的特徴を

維持するための計画の策定と管理は、情報の入手可能性によって大きく左右される。計画を

展開する責任者が、他所で開発あるいは改善された管理技術や管理手順について把握してい

ることも重要である。計画の中の広報・教育・普及啓発（ＣＥＰＡ）の要素は、その発端か

ら完全実施まで、明確になっていなければならない（決議Ⅷ.31を参照のこと）。 
 
機能Ⅸ．管理が効果的かつ効率的であることを明示すること 
 
計画作成の責任者は常に、自分達が資源を有効に利用していること、また管理が効果的に行

われるであろうことを説明する責任のある立場にいる。つまり、計画には、すべての費用便

益分析に対する根拠が盛り込まれていなければならない。説明責任の必要性を認識すること

もまた重要である。 
 
機能Ⅹ．地方政策、国家政策、国際政策との整合性を確保すること 
 
管理計画は、広範囲にわたる政策、戦略及び法規の認識に基づき、それらに準拠している

ことが必要である。時には複数の政策が矛盾していることがあり、従って多様な政策を統

                                                  
7： 生態学的特徴における変化とは「湿地とその生産物、機能、特性を維持している、湿地生態系の生物学的、物
理的、化学的構成要素、あるいはその相互作用における機能的障害もしくは不均衡」である (決議 VII.10). 
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合することも計画の機能のひとつである。「国家湿地政策」と、関連した生物学的多様性に

関わる国内計画及び政策が、湿地管理計画を作成するための背景と枠組みとなる（詳細に

ついては、ラムサールハンドブック第 2 巻「国家湿地政策作成及び実施のためのガイドラ
イン」を参照）。この湿地管理計画は、とりわけ、「国家湿地政策」や生物多様性に関する

国家戦略、その他関連する計画や政策の実施に貢献しなければならない。 
 
 
V. 地域住民と先住民を含む利害関係者 
 
29. 湿地管理は、また特に計画策定プロセスは、最大限に包括的でなければならない。正統な

利害関係者、特に地域住民と先住民が、計画策定や湿地の共同管理において積極的な役割

を担うよう強く促す。計画策定プロセスの全段階で、女性やその利益などのジェンダー問

題全般が確実に考慮されるように、積極的な措置をとることが極めて望ましい。必要なら

ば、全利害関係者の参加を保証するための適切なインセンティブを、確定して適用すべき

である。湿地の参加型管理に地域住民と先住民が関与することについて、より詳しい手引

きが、ラムサール決議 VII.8 で採択されたガイドラインに示されている。（ラムサールハン
ドブック第５巻） 

 
30. 「利害関係者」とは、湿地の影響範囲内に居住するすべての個人、集団、共同体及び、湿

地の管理に影響を与えうるすべての個人、集団、共同体を指すものとする。明らかに、こ

こには生活手段を湿地に依存するすべての人々が含まれる。 
 
31. 利害関係者の利益関心は、個別湿地の管理に対して無視できない影響を持つ可能性があり、

管理者はそれに対して大きな責務を持つ。あらゆるレベルにおいて、公共の利益を考慮し

なければならない。湿地管理者は、湿地に対する利害が人によって異なり、時には正反対

となる可能性を認識していなければならない。人々の利益が可能な限り保護されることは

重要であるが、それによって湿地の生態学的特徴の特性を損なうものとなってはならない。

湿地利用は、どんなものであれ、最終的に賢明な利用と保全の目的及び目標とを両立させ

るという検証に適合していなければならず、国際的に重要な湿地に指定されている所では、

このことの重要性はさらに大きい。 
 
32. 地域住民と先住民の湿地管理への関与及び理解は、私的所有もしくは慣習的保有権の下に

ある湿地では、特に重要である。その場合、地域住民自体が湿地の保護者であり管理者で

あるからであり、そのような状況では、管理計画策定プロセスが、生活手段を湿地に依存

している人々に対して外部から押し付けられるものとみなされないことが肝要だからであ

る。 
 
利害関係者との協議及び利害関係者の参加 
 
33. 管理計画作成の意図について、できる限り初期の段階で、利害関係者に伝えることは大い

に重要であるが、この段階で、このことは正式な交渉と混同されてはならない。初期の段

階で伝えるべき最も重要なメッセージは、すべての人が意見を述べ、関与することができ、

またすべての利益関心について適切に考慮がなされるということである。管理を計画する

者たちは、自分達が心を開いており、すべての問題をできる限り客観的に取扱うというメ

ッセージを伝えることが必要である。該当する利害関係者としては、地域住民のみならず、

地方自治体（管理計画策定プロセスとその目標に影響を及ぼしうる決定権を持つすべての

部局を含む）および民間セクターも含まれる。 
 
34. 協議及び交渉は、議論のためのアイデアや提案の提示、また特定の論点に関する見解の模

索に関するものとすべきである。構造化された計画策定プロセスによって複数のアイデア

や提案を生み出していくべきである。焦点の定まらない議論は結論に達することが殆どな

く、逆効果を招きかねない。どんな協議の前にも、管理者は何を達成しようとしているか
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を理解し、交渉に開かれている領域を規定しておかなければならない。議論に開かれてい

る論点に関しては、深く検討して一連の選択肢を用意すべきである。議論を包括的なもの

とするため、また意見の一致を得るために、あらゆる努力を注がなければならない。管理

決定が究極的には責任機関にかかっているのであるから、場合によって、特に地域住民や

先住民が管理に直接的な責任を持たないときには、「市民主導の」というより「市民が支援

する」プロセスとなる。 
 
35. 計画に着手する前に、湿地について入手可能な関連情報すべてを収集もしくは照合するこ

とが必要である。これは関連する社会経済的、文化的、教育的な特性のすべてを含む、湿

地の生態学的特徴とその機能及び価値を表示するためである。関連データ全ての効率的な

収集を図るため、自然科学と社会科学の専門家が関与すべきである。通常、地元の人々及

びその他の利害関係者が重要な情報源であり、プロセスのデータ・情報照合の段階で彼ら

が関与するべきである。また、これらの人々の関与にあたっては、とりわけ、ジェンダー

問題や文化的問題に繊細で、適切な、またすでに実証された技法に従うべきである。 
 
36. データ照合及び計画の記載段階の準備が完了すれば、プロセスは、生態学的特徴の保全と

利害関係者の利益関心の側面とに関する管理目標の準備へと進む。生態学的特徴の特性の

保護は、ラムサール条約湿地に関する最大の関心事であり、交渉の余地があるものと考え

るべきではない。しかし、これらの特徴は地元の人々が維持し、今後も維持していくであ

ろうという前提で存在することがしばしばである、ということに留意しておくことは重要

だ。指定と管理計画策定の構想を利害関係者へ発表するとき、そのプロセスによって正当

な活動が抑制されるとの印象を与えないことが非常に重要である。その活動が湿地の重要

な特性を脅かさず、明らかに持続可能である限りであるが。 
 
37. 責務が明確になれば、次に管理要件の特定の段階に計画を進めることができる。この段階

では、利害関係者との交渉が不可欠である。生態学的特徴の保全に関する目標は交渉の余

地がないが、その目標に適合すると同時に様々な利害関係者たちの他の利益目標達成を援

助するような、一連の代替管理アプローチを示すことは可能であることが多い。  
 
38. 最終的には、管理目標は公文書とされ、計画にはすべての利害関係者がアクセス可能でな

ければならない。 
 
 
VI. 環境管理に予防的アプローチを適用する 
 
39. 人間の利用、活動あるいは開発に対する湿地の環境容量（つまり湿地の持続可能性）を考

察するに当たっては、その活動が生態学的特徴の特性への脅威とならないことを入手でき

る最も確かな証拠によって示さなければならない。 
 
40. 環境と開発に関する国連会議（ＵＮＣＥＤ）で採択された 1992年環境と開発に関するリオ

宣言・原則 15の中で定められたとおり、締約国は湿地管理計画策定プロセスの実施にあた
って、予防的アプローチについて検討するよう要請されている。その原則は次のように謳

っている。 
 

「環境を守るため、国家は、その能力に応じ、予防的アプローチを広く適用す

べきである。深刻な、または回復不能な損害の怖れがある場合、科学的に完全

な確証がないからという理由で、環境悪化を防ぐ費用対効果のよい方策を後回

しにしてはならない。」 
 
 
VII. 管理計画策定はプロセスである 
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41. 管理計画策定は継続的な、長期のプロセスとみなすべきである。情報の入手につれて管理

計画は発展するもの、という認識が重要である。計画策定は、資源の許す範囲で、湿地の

要請、及び湿地管理に責任を持つ組織の要請のみに適合する、最低限の計画を作成するこ

とから始めるべきである。 
 
42. 入手可能なすべての情報を照合し評価しなければならない（上記段落 35 を参照のこと）。

関連情報の不足はどんなものも記録し、この欠落を修正するようにプロジェクトを計画し

なければならない。時と共に、更に情報を収集し、資源が備わるにつれて、計画は発展し、

徐々に湿地計画の要件すべてに適合していくこともあるであろう。 
 
43. 計画策定プロセスは適応的かつ動的である。湿地内外における特徴、要因及び優先事項の

変化に合わせて、計画が変化または発展することが重要である。 
 
44. ラムサール条約湿地及びその他の湿地に対する総合的管理計画策定プロセスの全体を、ラ

ムサール賢明な利用ハンドブックに収められた数多くのツール及び手引きが助けとなる。

管理計画策定プロセスの様々な段階に関して特に該当する個所は以下のとおりである： 
 

湿地の特定及び指定 
『生態学的特徴』および『生態学的特徴の変化』の定義 (決議Ⅶ.10, 補遺Ⅵ). 
「湿地目録の枠組み」 (決議Ⅷ.6) 
「国際的に重要な湿地リストを将来的に発展させるための戦略的な枠組み及び手引き」 (決

議Ⅶ.11) 
「国際的に重要な湿地（ラムサール条約湿地）に関する情報の拡充」 (決議Ⅷ.13) 
 
湿地評価 
「湿地リスク評価の枠組み」 (決議Ⅶ.10) 
「生物多様性条約において採択された『環境影響評価立法の法制度・プロセス及び戦略的

環境影響評価に生物多様性関連事項を組み込むためのガイドライン』及びそのラムサ

ール条約との関係」 (決議Ⅷ.9) 
「湿地の生態学的特徴、目録、評価及びモニタリングに係るラムサール条約の手引きの不

足と整合性」 (決議Ⅷ.7) 
 
湿地モニタリング 
「湿地モニタリングプログラム設計のための枠組み」 (決議 VI.1の付属書) 
 
湿地そのものの管理 
「ラムサール条約湿地及びその他の湿地に係る管理計画策定のための新ガイドライン」 (決

議Ⅷ.14) 
「湿地管理への地域社会及び先住民の参加を確立し強化するためのガイドライン」 (決議

Ⅶ.8) 
「湿地を効果的に管理するために、湿地の文化的価値を考慮するための基本原則」 (決議 

Ⅷ.19) 
 
湿地以外の事項との関わりの中での湿地管理 
「河川流域管理に湿地の保全及び賢明な利用を組み込むためのガイドライン」 (決議Ⅶ.18) 
「統合的沿岸地域管理に湿地の問題を組み込むための原則及びガイドライン」 (決議Ⅷ.4) 
「湿地の生態学的機能を維持するための水の配分と管理に関するガイドライン」 (決議Ⅷ.1) 
『世界ダム委員会（ＷＣＤ）報告およびそのラムサール条約との関係』 (決議Ⅷ.2)  

 
 
VIII.  インプット、アウトプット、そして成果 
 



決議Ⅷ.14 
 

 165

45. 管理者はインプット、アウトプット、そして成果を正しく区別すべきである。 
 

インプット = 資源 
アウトプット = 政策、管理計画、管理  
成果 = 湿地の生態学的特徴の特性の状態及びその他の管理目標 

 
46. これらの用語は以下のように定義される： 
 

i) インプット：湿地管理のために投入される資源。例えば資金、人材、設備など。  
 
ii) アウトプット：管理もしくは管理計画策定プロセスの結果必然的に生じる副産物。例

えば、様々な管理活動のために、政策が整備される、管理計画が準備される、説明が

用意される、管理インフラが整備され維持される、など。管理が適切であるか否かを

評価する手段として、アウトプットを利用することがよくある。多数のアウトプット

を達成していることを理由に、組織は自分達が湿地の管理に成功していると主張する

のだが、この主張はまったく誤っている可能性がある。広範にわたって管理活動を実

施しながらも、生態学的特徴の諸特性を保護することや、たとえば、地域社会の完全

な協力や関与を得ることなどに失敗することがありうるからである。生態系管理の中

で陥りやすい最悪の誤りのひとつは、実際はそうでないのに、一つの特性が首尾よく

保護されていると信じることである。 
 
iii) 成果：これが管理の目的である。成果というのは、各湿地の生息地や種といった生態

学的特徴の諸特性の好ましい状態である。この諸特性は、生息環境および生息種、持

続可能な漁業もしくは稲作の適切な市場取引や、ツーリズムによる収益の公平な分配

など、特定の社会経済的パラメータの効果的管理に依存している。再生管理への着手

が必要になることもしばしばである。要求される状態あるいはプロセスの維持を図る

ため、再生管理に続いて維持管理が必要になる。諸特性の状態は特定し定量化するこ

とが必要である。それをしないと、保全や持続可能な利用成果が要求どおり達成され

たかどうかを判断することができない。 
 
47. インプットとアウトプットが適切であるか否かを判断する唯一の手段は、管理の成果を検

討することである。これがなされたとき、そしてこのときにのみ、管理が妥当であるかど

うかを決定することができる。 
 
 
IX. 適応的管理 
 
48. 湿地やその特性を保全するため、管理者は、他者の正当な利益関心に対応し、絶え間なく

変わる政治的風潮に順応し、不確実で変わりやすい資源を調整し、自然界の予測不能な変

化を切り抜けることができるように、柔軟なアプローチを採用すべきである。 
 
49. ラムサール管理策定アプローチの中に組み込まれた適応的管理プロセスは以下のとおり

（図１参照）：  
 

i) 達成すべきことを決定する（すなわち、重要な諸特性に対する定量的管理目標を作成

する）。  
 
ii) 入手可能な最良の情報に基づいて、目標を達成するために適切な管理を実施する。 
 
iii) 諸特性のモニタリングを行って、それらがどの程度目標を満たしているかを決定する。 
 
iv) 目標が満たされていなければ、管理を修正する。 
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v) 管理を修正して目標が満たされるかを判断するためにモニタリングを続け、必要に応

じて更に修正するようにステップ iv)を繰り返す。  
 

50. 目標の修正が必要となるような、例外的状況もある。 
 
51. 適応的管理サイクルは通常、所定の間隔で繰り返される。その間隔は、自然および、とり

わけ個別湿地の脆弱性や変化速度に配慮して定めるべきである。しかし、多くの国や組織

が定期的なサイクルを課そうとする。いずれにしても、非常事態あるいは予測できなかっ

た脅威が明らかになったときはいつでも、この管理サイクルを繰り返さなければならない。 
 
52. この適応的アプローチを通して、湿地管理者は以下のことができる： 
 

i) 経験を通じて学習すること  
ii) 特性に影響を与えている変化する要因に注意を払って、対応すること  
iii) 管理プロセスを継続的に発展させ、または洗練すること、及び 
iv) 管理が適切かつ効果的であることを示すこと 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１．適応的管理サイクル 
 
 
X. 管理ユニット、ゾーニング、そして緩衝地帯 
 
53. 一般的には、管理計画策定プロセス及び管理計画は、湿地全域を対象とすべきである。し

かし、他の土地利用のために分離された一箇所以上の離散小湿地（例えば、大河川の氾濫

原沿いの離散的湿地）からなる湿地の場合、各小湿地に対して別個の管理計画を作ること

が適切であることもある。しかし、そのような個々の小湿地計画は総括的計画の傘の下に

なければならず、小湿地の計画の前に総括的計画を準備しなければならない。 
 
54. 同じように、湿地が非常に広大である場合、管理計画策定プロセスのために湿地をいくつ

かの隣接地帯または地域へと分割し、前段同様に準備された総括的計画の傘の下で、それ

適応的管理 

目標 

管理を 
見直す 

諸特性の状態の 
モニタリング 

管理を 
実施する 
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ら各地帯に別々の管理を整備することが役に立つこともあるであろう。 
 
55. 湿地の特色や、周辺地域における他の土地利用に対する関係によって、種々の湿地に対し

ていくつかの異なるタイプのゾーニングの適用が適切な場合もあるだろう。ラムサール条

約湿地には、湿地自体のみからなる地域から、湿地ではない広域の周辺地域を包含してい

るものまである。条約湿地にはこのように非常に多様な地域が含まれるので、条約のもと

で適用するゾーニングの枠組みは、どのようなものであれ、湿地の特徴の多様さに十分に

対応できるよう、弾力的かつ柔軟でなければならない。 
 
56. ラムサール条約湿地自体が緩衝地帯を含んでいないときは、管理計画策定の目的から条約

湿地その他の湿地の中に規定される湿地の中核地域の周辺に緩衝地帯を特定し確立するこ

とが、一般的に言って適切である。緩衝地帯は湿地の周辺の地域であって、緩衝地帯の内

部で土地利用活動が行われると、湿地自体の生態学的特性へと直接に影響を及ぼすことの

ある地域に設定しなければならない。また、緩衝地帯内の土地利用に関する目標は、湿地

の生態学的特徴の保全と両立可能な、生態系管理を通じて持続可能なものでなければなら

ない。湿地が離散的な小湿地で構成されている場合、適切ならば小湿地間の全地域を含め

たそれぞれに対して緩衝地帯を規定すべきである。 
 
57. 緩衝地帯の配置は、ラムサール条約湿地の中核地域との関係において、どのような生態系

が湿地境界の内側にあるかによって異なる。条約湿地が湿地自体のみからなる場合、管理

目的のため緩衝地帯は外部の周辺地域に定められる。対照的に、条約湿地が湿地とその周

辺を包含する場合は、緩衝地帯が条約湿地の境界まで拡がり、おそらくは湿地の生態系自

体となるであろう「中核地域」は湿地の内部に定められる。 
 
58. 第Ⅲ節で説明したように、水供給を湿地の外部へ依存しているということは、湿地管理計

画の目的にとって、河川流域または沿岸域の集水地域が湿地の緩衝地帯の機能をもってい

ると捉えなければならないことを意味する。これは、広大なこれらの地域における水資源

及び土地の利用が、間接的に湿地の生態学的特徴へ影響を及ぼすからである。しかし、特

に非常に大きな河川流域内の湿地では、流域規模の管理あるいは沿岸域の管理は管理のた

めの第三の、外郭地帯とみることができ、管理計画策定のツールとしては、より限定的な、

湿地に直接に接する緩衝地帯を更に設置することが必要となることもあるであろう。  
 
59. 「生物圏保護区」のゾーニング概念は、サイトを三つのゾーン：中核地帯（core zone）、（研

究および研修のための）緩衝地帯（buffer zone）、（持続可能な利用のための）移行地帯
（transient zone）に分ける。この概念は潜在的にすべてのラムサール条約湿地へと適用可能
であり、可能かつ妥当な場合、適用すべきである。ラムサール条約湿地と生物圏保護区の

両方に指定されている湿地では、適用することが特に重要であり、そこでは、生物圏保護

区について設定されたゾーニングに対するラムサール条約湿地の境界の関係を明確に確立

しなければならない。 
 
60. ラムサール条約湿地の多くが保護区域内にあるので湿地内の主要な土地利用は湿地保全で

あるが、生物圏保護区のように、多目的に利用されている湿地も多い。後者の場合は、人々

の生活及び生物多様性保全に対する湿地の価値や機能を保ち続けるため、湿地中核部の利

用に対する管理目標は広く湿地の生態学的特徴の保全もしくは改善を図ることとすべきで

ある。 
 
61. どのような枠組みであってもゾーニングは、条約湿地及びその周辺では現に多目的な利用

が行われていることを前提とすべきであり、また、中核地帯への第一の管理目標を湿地の

生態学的特徴の保全とすること、また同様に、それを取り巻く緩衝地帯がどんな形のもの

であれ、緩衝地帯に対する管理目標がこの生態学的特徴保全と合致することが、確実に達

成されるように図るべきである。各ゾーンに対して明快で独立した、しかも補完的かつ相

互協力的な管理目標を確立しなければならない。 
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62. 「中核・緩衝地帯」の手法と相容れないわけではないが、別の手法で行うゾーニングもあ

る。これは、湿地の特定の利用の仕方に対してゾーニングを行う手法である。ひとつの例

はエコツーリズムのための湿地の利用と開発である。この場合、湿地のどの部分にエコツ

ーリズムのアクセスが許され、どこにエコツーリズムのインフラを設置すべきか（例えば

ビジターセンターなどの微妙な位置取り）、また撹乱に対して繊細な生態系のために湿地の

どの部分からエコツーリズムを除外すべきかを規定するために、ゾーニングを用いる。こ

のような枠組みのゾーニングでは、一般的に中核地帯と緩衝地帯の境界を横切るだろう。 
 
63. 「人と生物圏（ＭＡＢ）」プログラムの下で、生物圏保護区は多目的に利用されており、そ

の境界の設定と管理にとってゾーニングが重要な部分の一つと認識されている。ＭＡＢの

経験によれば、ゾーニングは、最小限の対立で正当な土地利用の継続を保証しつつも、対

立する可能性のある活動を分離することによって、利用者の対立を最小化するという重要

な役割を演ずる。 
 
64. ゾーン間の「線引き」のときに多数の対立が顕在化するため、ゾーニングの枠組みを確立

する初期段階から利害関係者すべてを関与させるべきである。各ゾーンに対してゾーニン

グと管理の目標（したがって、各ゾーンの中でどの活動が許され、どの活動が許されない

か）を確立することは、地域住民、先住民および他の利害関係者の密接な関与を湿地管理

の中に確立するプロセスの重要な部分である。 
 
65. ゾーン分けを確定する際には、そのタイプや目的に関わらず、いくつかの一般則が適用さ

れるべきである：  
 

i)  ゾーニングは地域住民と先住民を含む利害関係者すべてが関与して確立しなければ

ならない。 
 
ii) ゾーン分けの確定と線引きのための根拠を説明するために完全かつ詳細な理由づけ

を用意しなければならない。このことは緩衝地帯の境界を定めるときに特に重要であ

る。 
 
iii)  各ゾーンの中で適用される機能や規制の簡明な記載を、管理計画の中に備えておかな

ければならない。 
 
iv)  ゾーンは固有の、できれば意味のあるコードまたは名称を用いて識別すべきである。

しかし単純な数値コードが適当である場合もあるであろう。  
 
v)  すべてのゾーンの境界線を示す地図を作成すべきである。 
 
vi)  ゾーンの境界線は、可能ならば、地上で容易に確認でき、また明確に識別できなけれ

ばならない。物理的構造物（フェンスや道路など）が最良の境界線であり、川や移動

性の生息地、変化しやすい海岸線といった動的特徴に基づく境界線はなんらかの形の

永続的な標識によって特定しなければならない。 
 
vii)  広大で均質な、もしくはゾーンの境界線をまたがって等質なサイトにおいては GPS

（全地球測位システム）を使って位置を特定した永続的固定標識を用いなければなら

ない。 
 

 
XI. 管理計画の様式 
 
66. 管理計画の様式は、このガイドラインが推奨するように、計画策定のプロセスの重要な段
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階を反映する、主な５つの節で構成されることがよい。 
 
a)  序文・方針 
b)  記載 
c)  評価 
d)  目標 
e)  行動計画 

 
67. 計画を通して、このプロセスの段階が、数回繰り返されることに留意されたい－生態学的

特徴、社会経済学的利益、文化的価値、またその他の利益のある特性に適合させるためで

ある。一般的には、生態学的特徴から始めるのがよいが、どれから始めなければならない

という決まりはない。 
 
68. 各節の構成と内容について、さらに以下で述べ、図２に表す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

.図 2 ラムサール条約湿地またはその他の湿地の推奨する管理計画の構成と内容 

 
 
XII. 前文・方針 
 
69. 前文は方針の簡潔な表明であり、広い意味で超国家的、国家的、また地方の行政当局及びそ

の他の団体や伝統的な管理システムの政策や実践を反映するものでなければならない。伝統

的な管理システムには例えば、管理計画の策定と実施に関連する非政府組織、地域社会、私

的所有者の資源管理協定などが含まれる。前文はまた、幅広いラムサール条約の必要条件を

思い起こさせるものであるとよい。すなわち、国際的に重要な湿地としてのラムサール条約

湿地の生態学的特徴の維持と、すべての湿地の賢明な利用と、ラムサール条約湿地であるな

 前文/方針 

１．記載 

生態学的特徴 社会経済学的特徴 文化的特徴 その他の特徴 

２．評価 
特性の特定 

２．評価 
特性の特定 

２．評価 
特性の特定 

２．評価 
特性の特定 

利
害
関
係
者
・
地
域
住
民
・
そ
の
他
と
の 

対
話
と
交
渉 目標・根拠 

１． 要因 

２． 達成指標の選択 

３． 目標 

４． 根拠 

４．行動計画 
４.１ 計画    ４.２ 作業プログラム 

４.３ 年間見直し ４.４ 大きな見直しと監査 

目標・根拠 
１． 要因 

２． 達成指標の選択 

３． 目標 

４． 根拠 

目標・根拠 
１． 要因 

２． 達成指標の選択 

３． 目標 

４． 根拠 

目標・根拠 
１． 要因 

２． 達成指標の選択 

３． 目標 

４． 根拠 
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しにかかわらず湿地に自然保護区を設置することなど、さらに、特に国境をまたがる湿地や

水系などの湿地の場合には、そのことが湿地の管理に適切ならば、国際協力を含める。 
 
 

XIII. 記載 
 
70. 記載は、管理計画策定プロセスの重要な部分であり、それ以降のプロセスにエネルギーを与

える働きを持つような情報を提供する。 
 
71. 記載は本質的に、存在するデータと情報が集積、統合されたものである。関連するデータと

情報に不足がないか査定することもまた、プロセスのこの部分の重要な機能である（上記段

落 34．35参照）。 
 
72. 多くの場合、管理計画策定の基礎として必要とされる全ての情報が入手可能というわけでは

ない。確認された根本的な不足を埋めるために、これらの特性やそれに影響する要因につい

て、さらに詳細なデータの収集が必要となるかもしれない。しかしその場合、さらに収集す

る追加的情報は、湿地の管理目標の設定に不可欠なもののみとすることを確保するよう注意

しなければならない。 
 
73. 記載は、時を追ったモニタリングからの更新など、新しいデータと情報を取り入れるために、

定期的に見直し、更新しなければならない。 
 
74. ラムサール条約湿地については、「国際的に重要な湿地の選定基準」のそれぞれを適用した

結果、指定の根拠となった湿地の特性の記載に特別な注意を払わなければならない。 
 
75. 関連するデータの全てを、ラムサール条約湿地指定のために締約国が使用する、ＣＯＰ８（決

議Ⅷ.13）で修正された、「ラムサール条約湿地情報票」（ＲＩＳ）の見出しにしたがって整
理し、記入することができる。したがって、ＲＩＳの中の記載は、湿地の生態学的特徴のす

べてについて明確に説明しなければならない。さらに、その湿地が条約湿地として指定され

る根拠となった生態学的特徴の固有の特性を特定しなければならない。そして、これは管理

計画策定のプロセスを通じてその好ましい状態が維持されていなければならない。さらにＲ

ＩＳの中で厳密には生態学的特徴に関連していないその他の記入事項も、注意深く考察した

上で、記載の中に加えるべきである。ＲＩＳにまとめられた情報は、湿地の説明の出発点に

なるものではあるが、湿地の管理計画策定プロセスのために必要な情報の詳細レベルは、一

般的に、湿地指定のためにＲＩＳに必要なものを超えるということに留意しなければならな

い。 
 
76. しかし、現存するデータからの情報を簡潔に、すべての利害関係者が理解し易いような言葉

と表現で計画の記載の中に提示する事が大切であり、決して科学、技術の専門家のみに関心

があるような詳細な科学用語と専門用語で満たしてはならない。 
 
77. 計画の記載は、希少種や絶滅危惧種についても言及すべきである、しかし取り扱いに慎重を

要するデータを含めてはならない。そのようなデータは極秘扱いにすべきである。 
 
78. 計画には、いかなるものであれ、湿地固有の地域的な特性、または特徴についての情報、特

に湿地の住民にとっての価値や機能についての情報を含めて記載しなければならない。この

情報は、優先事項の決定や管理目標の設定の助けになるであろう。 
 
79. すべての記載には、計画の準備中に使用されたすべての論文、報告書、雑誌、本、その他、

及び未刊行の情報源など、「審査証跡」を示す参考文献を記述した著書目録を含めなければ

ならない。 
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XIV. 評価 
 
80. 評価は、管理計画策定の重要な特性または焦点を特定または確認するプロセスである。4つ

の主要な注目分野のそれぞれについて重要な特性の評価を、実施しなければならず、さらに

評価プロセスは、それぞれ順を追って適用しなければならないことが図２に示されている。

ラムサール条約湿地とその他の湿地に対しては、社会経済学的特性、文化的特性、そのほか

の特定された重要な特性などについてはもとより、生態学的な特徴の特性についての評価を

実施しなければならない。 
 
81. 各々の注目する特性に対して、評価の基準を開発しなければならない。生態学的特徴の特性

を評価する基準として推奨するリストを、実例と共に以下に示す。それと共に、社会経済学

的、文化的基準のための指標となるリストも示す。このリストはそれぞれの湿地に特有の社

会経済学的、文化的特徴を取り入れて、さらに開発しなければならない。 
 
生態学的特徴の評価（生息地、種と自然のプロセス） 
 
82. 決議Ⅶ.10 で定義された、湿地の生態学的な特徴の重要な特性（生息地、個体数、そしてプ

ロセス）が、計画策定のプロセスの焦点を示す。管理計画のこの部分の主たる目的は、特性

のリストを提供し、その現状を確認することである。以前に認知された特性の現状を確認し

なければならない。特性の確認が事前に、あるいは正式にされていない場所については、特

性についての評価プロセスが必要である。 
 
83. 評価のプロセスでは、条約が採択した湿地目録と評価のためのガイドラインが提供する、生

態学的特徴と、湿地の現状の評価のためのツールを利用するべきである。 
 
84. 湿地の重要な生態学的特徴の特性の存在が、計画策定の前に特定されている場合もあるだろ

う。例えば、湿地には法的に守られている種または生息地が含まれているかもしれない。こ

のような特性項目の法的地位を確認することは不可欠である。 
 
85. 生態学的特徴の特性の評価には、下の基準のリストを推奨する。このリストはすべてを網羅

することを意図せず、すべての湿地のすべての特性に当てはまることも示唆しない。関連ま

たは有用な基準のみを用いるべきであり、必要な状況に応じて、付加的な基準を加えるべき

である。 
 
86. 評価の基準がしばしば重複し、または相互に依存していることに留意されたい。例えば、希

少であることを考慮せずに脆弱性を議論することは困難である。脆弱であるという特性は、

本来、一般的に希少だということである。 
 
87. 基準は常に正の側面と同様に負の側面も持つと考えるべきである。例えば、生物多様性（生

息地または種の豊富さ）のレベルが高ければ通常、重要性も高いと考えられる。しかし、多

様性が高いということは、自然発生的な事象ではなく、自然の状態では種が乏しい生息地に、

人間が干渉した結果であることもあり得るので、このような推測は注意深く評価すべきであ

り、かつ個々の湿地タイプの総合的な生物多様性の特徴と、その存在位置という状況から推

測しなければならない。 
 
88. 生態学的な特徴の特性を評価する基準として推奨するものを以下に示す。 
 
基準１ 生態学的特徴の特性の評価の基準：湿地の規模 
 
89. 多くの場合、個々の特性の重要度は湿地の規模と共に増加するであろう。しかし、基準とし

ての規模は、常に他の特性と関連付けることが必要である。狭くて質の高い生息地の方が、
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広大で質の低い生息地よりも高く評価できることも多い。  
 
90. 生息地が点在し、個体群が孤立している場合、規模が特に重要である。通常、小さくて孤立

した特性とサイトの存続可能性には問題がある。非常に小さな個体群はきわめて脆弱である

ことが多く、適切な管理にもかかわらず、何かの機会で絶滅することもある。しかしそれで

も、このような場所が生息地あるいは個体数を代表する残された最後であるような場合があ

り、その場合、全体的な生物多様性の維持の点で重要である。 
 
基準 2 生態学的特徴の特性の評価の基準：生物多様性 
 
91. 通常、自然保護と生物資源の賢明な利用の最も重要な目的の一つが、生物多様性の維持であ

ると考えられている。環境への人間の干渉の最も明白で深刻な影響の一つが、生息地の破壊

と種の絶滅であったことが、その大きな理由である。したがって、湿地の多様性を維持した

り、さらに改善したりするために管理が実施されることが頻繁である。しかし、多様性の高

さが望ましくない場合もあるということも知っておかねばならない。例えば、分断、過排水、

その他の改変を受けた泥炭湿地では、その生物群集と種が、手の入らない自然の沼地よりも

はるかに高い多様性を持つことがある。 
 
92. 高い多様性は生息地の動的なあるいは攪乱された特性であることもあり、遷移途上にある植

生の遷移の機会を生み出す。この不安定性が自然に発生した場所では、結果としてもたらさ

れる多様性の高さは価値が高い。逆に、人間の干渉の結果攪乱された場所では、生み出され

た多様性の価値は疑わしい。 
 
基準３ 生態学的特徴の特性の評価：自然度 
 
93. 自然度は、生態学的特徴の特性に適用される最も重要な基準の一つである。一般的には特性

が自然であれば、それだけその生態学的特徴の価値も高まる。しかし、全くの自然と考えら

れる湿地は、もしあったとしても、世界的にきわめて少ない。従って、高度に改変された生

息地であっても、野生生物にとって非常に重要であり得ることが認められる。 
 
基準４ 生態学的特徴の特性の評価：希少性 
 
94. 希少性は一般的に、最大の注意が払われてきた生物多様性保全の一つの側面であり、そのこ

とから、管理者はその湿地で最も希少であり、絶滅が心配される生息地と種について関心を

払っている。これはどの管理計画においても顕著な特性となるだろう。希少な生息地と種が

存在するために、湿地が保護管理の対象として選択されることもしばしばである－ラムサー

ル条約湿地については、絶滅の危機にある種と生態系に関する選定基準２の適用を通じてこ

の選択が行われる。 
 
基準５生態学的特徴の特性の評価：脆弱性 
 
95. すべての生態学的特徴の特性は、程度に差はあっても脆弱性の程度をあらわしている。脆弱

性は常に、タイムスケールの中で考察されるべきものであり、一つの破壊がどの程度永続的

なのかついて考察することが極めて重要である。脆弱性はほとんど必然的に希少性と結びつ

いている。脆弱な特性は、希少であるか、あるいはいずれ希少となるからである。 
 
96. 脆弱性を負の要因として片付けてはならない場合もある。多くの自然な群集がその生存を攪

乱に依存している。通常短命なこれらの群集は、動的な生息地の遷移段階の早い時期に発生

する。意図的な攪乱が必要かつ合理的な管理の一部分をなすこともしばしばである。これは

群集の活性を維持する目的で遷移を妨害するのである。このことを示す例が草地を活性化す

るための野焼きや、放牧である。 
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97. また種が脆弱であることもある。殆どの場合は生息地の変化や破壊の結果である。種の中に

は、非常に特殊化した複雑な条件を必要とし、一見あいまいな、または微小な変化に破壊的

な影響を受けるものもある。 
 
基準６ 生態学的特徴の特性の評価：典型性 

 
98. 湿地の選択、評価には、通常、例えばラムサール条約湿地の特定と指定のための基準１に基

づいて、その場所が固有の特性の最もよい、あるいは少なくともよい例を含むことが理由と

される。例外的な特性をあらわす性質で最も多いものが、珍しさ、または希少さである。そ

れもまた重要ではあるが、典型的な、普通の場所も低く評価してはならない。この基準は、

その地域内の代表的な特性の保護に正当性を与えるので、特に有用である。  
 
基準７ 生態学的特徴の特性の評価：改善や再生の可能性 
 
99. ほとんどの特性は、多かれ少なかれ不完全である。この基準は、改善または再生の可能性の

評価に用いられる。深刻に劣化した特性であっても改善の可能性の程度にはばらつきがある。

全く可能性がない場合もあれば、適正な管理を実施すれば完全な復旧が見込まれる場合もあ

るだろう。この可能性を識別する事が肝要である。破壊の根本的な原因を覆すことが出来な

いのに、劣化した特性の改善・再生に取り組んで資源を浪費することは妥当ではない。 
 
100. 第 8 回締約国会議決議Ⅷ.16「湿地再生の原則とガイドライン」に、再生に適した湿地の選

択について詳細な手引きが示されている。 
 
湿地のその他の重要な特性の評価 
 
101. ほとんどの湿地には、生態学的な特徴の特性に加えて、それと同等に重要なその他の特性が

含まれている。例えば、文化的、社会経済学的、地理的、地形学的、景観的、古環境的な特

性である。これらの特性についても適正な注意を払い、またそれぞれに完全な管理計画策定

プロセスを与えることが重要である。これはすべての利害関係者の関与とインプットを確実

にすることに関連して特に重要である。（第 IV節を参照のこと） 
 
102. 評価は、湿地の提供する価値と機能、財とサービスに焦点をあてるべきである。これらは、

特に地域住民、先住民にとって、人間の幸福を手助けし、また文化的人工物と建造物の両方

そしてそれらの宗教的、信仰的な意味などの文化的特性の上に現れる。地理的、地形的、景

観的特徴についても、計画のこの節で評価すべきである。 
 
103. 湿地の中には、生態学的特徴、また社会経済的、文化的特性などに入らない別の特性を持つ

ものもあり、これらの特性も特定して評価すべきである。例としては、科学的研究や長期的

なモニタリングのための湿地の重要性があげられる。 
 
104. 湿地の社会経済学的特性の評価には、湿地の経済的評価の手法を適用し、その手法が提供す

る情報を引き寄せるのが妥当である。経済的評価について詳細な情報は、1997 年のラムサ
ール出版物「Economic valuation of wetlands: a guide for policy makers and planners.」［邦訳：
Barbier, E., Acreman, M.C. & Knowler, D.著, 小林聡史訳. 1999年. 「湿地の経済評価：湿地に
はどのような価値があるか」. 釧路国際ウェットランドセンター.］を参照のこと。 

 
105. 湿地の社会経済学的な価値と機能の指標となるリストを、Box1 に示す。これら全ての特性

が、全ての湿地に当てはまるわけではないことに留意する。 
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BOX 1. 管理計画策定のための湿地の社会経済学的特徴の評価を行うための湿地の価値と機能
の指標となるリスト 

（生物多様性条約「環境影響評価の法制度・プロセス及び戦略的環境影響評価に生物多様性関連事項を組み込む

ためのガイドライン」付属書Ⅲより引用。 決議Ⅷ.9参照） 
生産機能 
木材生産 
薪炭財の生産 
収穫可能な草の生産（建築用と工芸用） 
天然飼料・肥料 
収穫可能な泥炭 
二次的（副次的）な産物 
収穫可能な野生動物の肉（食用） 
魚貝類の生産性 
飲料水の供給 
灌漑用水及び工業用水の供給 
水力発電用水の供給 
他の景観への地表水の供給 
他の景観への地下水の供給 
作物の生産性 
植林地の生産性 
育成林の生産性 
放牧地・家畜の生産性 
水産養殖の生産性（淡水） 
海洋養殖の生産性（汽水・海水） 
 
収容機能（以下としての適性） 
建設地 
先住民の居留地 
農村部の居留地 
都市の居留地 
産業 
インフラストラクチャー 
輸送インフラストラクチャー 
海上輸送・航海 
陸上輸送 
鉄道輸送 
航空輸送 
電力供給 
パイプライン使用 
レジャー及び観光活動 

処理・調節機能 
有機物の分解（地上における） 
土壌の自然脱塩 
酸性・硫酸塩土壌の形成・防止 
生物学的調整機構 
季節ごとの土壌の浄化 
土壌の保水力 
洪水に対する沿岸の保護 
沿岸の安定化（成長・侵食の防止） 
土壌保護 
水の濾過 
汚染物質の希釈 
汚染物質の排出  
水の生物化学的・物理的浄化 
汚染物質蓄積  
洪水調節のための流量調節 
河川の基底流量調節 
保水力 
地下水涵養力 
水収支の調整 
堆積力・保持力 
水食防止 
波食防止 
塩水地下水の侵入防止 
塩水地表水の侵入防止 
疾病の伝染 
炭素隔離 
受粉媒介作用の維持 

 
106. 景観、野生という性質は、管理計画を保護区に適用する際に見落としがちである。生息地の

管理と維持が重要であり、更に人工的な構造物が殆どない湿地では、殆どの景観的な課題が、

生息地の管理に含まれるであろう。殆どの自然保護区で、景観の管理とは人間の影響が視覚

的にダメージを与えると考えられる場所でその影響を最小限にし、または撤去することであ

る。 
 
107. 歴史的、もしくは宗教的な価値を伴う重要な人為的工作物が存在する湿地の事例では、これ

らも管理計画策定プロセスを通して保護されなければならない。このような特性は、計画の

景観の節に含められるであろうが、その保護と管理を達成するには、これを一つの注目すべ

き特性と考え、その他の特性と同様に扱うことがおそらく最も良いであろう。 
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108. 湿地の文化的な特性の指標となるリストを Box2に示す。 
 

BOX2. 湿地の管理計画策定の評価のための文化的特性の指標となるリスト 
（COP8 DOC.15 「湿地の文化的価値」より） 

古生物学的、考古学的な記録 
歴史的建築と人工物 
文化的な景観 
伝統的な生産と農業生態系（例：水田、製塩所、人が利用する河口） 
水と土地の共有管理の慣習 
慣習権と土地所有を含む自主管理の慣習 
湿地資源の利用のための伝統的な手法 
口承伝統 
伝統的知識 
宗教的側面、信条と神話 
「芸術」－音楽、歌謡、舞踊、絵画、文学、音楽 
 
109. 文化的人工物と景観を含む文化的問題と特性の特定を編入するための詳細な手引について

は、決議Ⅷ.19 付属書「湿地を効果的に管理するために、湿地の文化的価値を考慮するため
の基本原則」参照のこと。 

 
 
XV. 目標 
 
110. 評価の実施を通して、重要な湿地特性のリストが特定されたはずである。次のステップは、

これらの特性に対する管理目標の準備である。 
 
111. 目標とは、湿地の管理を通して達成されるべきものを示したものである。目標は以下の特徴

をもたなければならない。 
 

i)  目標は計測可能でなければならない。目標は定量化され、計測可能でなければならな

い。計測できなければ、モニタリングによって目標が達成されたかどうかの評価をす

ることができない。 
 
ii)  目標は、少なくとも長期的には、達成できなければならない。これは非常に明白であ

るにもかかわらず、よく忘れられる特徴である－到達できない目標を追及するのは意

味がない。 
 
iii)   目標は規範的であってはならない：目標は特性のあるべき状況を定義するものであり、

その状況の獲得や維持に必要な行動またはプロセスではない。目標は目的の表現であ

る。管理目的と管理のプロセスは区別しなければならない。というのは、特性の保護

のために実施される管理は、特性の状況次第でかなり異なるからである。例えば、あ

る特性が失われたというケースでは、その特性が望まれる状況に達するまでは復旧管

理を適用し、達成された時点で維持管理に替えることができるだろう。二つの管理手

法は、基本的に異なるかもしれないし、単に強弱の違いかもしれない。 
 
計測可能な目標の準備 
 
112. 計測可能な目標を準備するプロセスには主に３つの段階がある。 

 
i) 特性が必要とする状況を記載する。 
ii) 特性に影響を与える要因を特定し、結果的に特性がどう変化するかを考察する。 
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iii) その特性の目標達成の進度をモニタリングするため、いくつかの達成指標を特定し、

定量化する。 
 
113. 3段階の適用プロセスを以下に略述する。 
 
 第 1段階 特性のあるべき状況を記載する 
 
114. 一般に行われている管理計画の殆どは、各特性のあるべき状況を記述することを避けている。

典型的なのは、計画の中に特性の維持もしくは改善についての議論はあるが、何が維持され

るのか、どのようにしてその改善が達成されるのかついての説明がない。目標が達成されて

いるかどうかの判断には、その特性のあるべき状況についての明確な記述が欠かせない。 
 
115. 最初の段階は、計画を通して獲得、または維持しようとする状況について、平明な言葉で記

述することである。これはおそらく、特性についての長期的なビジョンである。この段階で

は、定量化にあまり強く焦点を当てる必要はない－それはプロセスの後の部分で行うべきで

ある。 
 
116. 生息地と種について有用な手法の一つが、ＥＵがナチュラ 2000 保護区のために開発した手

法であり、これはどの湿地にも適用可能である。これは特性の維持のために望ましい状況を

特定するための包括的な手法である。ＥＵはヨーロッパの生息地の特性を「好ましい保全状

態」に保つよう要請している8。 
 
117. 生息地は以下のときに「好ましい保全状態」にあるとする。 
 

i) 地域の中で安定しているか拡大しており； 
ii) 長期的に持続可能であり； 
iii) 典型的な種も好ましい状態にあり；さらに 
iv) その生息地またはそこの代表的な種に影響する要因が管理下にある。  

 
118. 種は以下のようなときに「好ましい保全状態」にある。 

 
i) 個体数が長期的に存続可能であり； 
ii) 生息域が縮小しておらず； 
iii) 長期的に種を支えるに十分な生息地があり；さらに 
iv) その生息地、またはそこの典型的な種に影響する要因が管理下にある。 

 
119. 上に上げた生息地と種の「好ましい保全状態」についての包括的な定義は、単に、管理を必

要とする生息地、もしくは種に何が望まれているかを表現したものに過ぎず、どの湿地のど

の特性にも適用することができる。もちろん、この包括的な説明は、個別湿地の固有の特性

にとってさらに意味を持つように展開することが必要である。それでもこれは優れた出発点

ではある。 
 
120. 湿地内や緩衝地帯での人間の活動や慣習に関連した特性、特に、湿地の持続可能性と湿地の

環境容量に関する特性の「好ましい状態」についても同様な記述を展開しなければならない。 
 

第 2段階. 特性に影響する要因を特定し、結果として特性がどう変化するかを考慮する 
 
121. 目標達成の可能性は、常に要因に影響される。要因というのは、政策、戦略、風潮、制約、

慣習、利益の対立、責任などで、これらは特性に対して、実際に影響を与え、または与える

可能性がある。ラムサール条約に関して言えば、要因は、特に生態学的な特徴を変化させ、

                                                  
8 ：EUのナチュラ 2000保護区と「生息地と野鳥に関する指令」は 

http://europa.eu.int/comm/environment/nature/natura.htm に詳細を見ることができる。 
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または変化させる可能性のある活動である。負と正の両方の要因を考慮する事が重要である。

管理には両方の要因が関係するからである。 
 
122. 生息地と種の保全管理は、主に要因の制御に関する管理である。制御する要因は、特に過去、

現在、未来の人間の干渉による結果であり、異なる利害関係者の利益の対立である。自然の

生息地を保護しようと意図するとき、管理者は人間の破壊的な活動、または影響を出来る限

り制限し、長期的な保全に貢献するものを促進しなければならない。例えば、狩猟、樹木の

伐採、燃焼などがよく制限を受ける。人間の影響で造られるか、改変され、保護湿地として

評価されるようになった生息地では、管理者は人間の影響を維持する事が多い。管理者は通

常これを管理と呼ぶ。（例えば、草地が藪に戻ることを防ぐために、野火や、放牧を制御す

る。） 
 
123. 人為的かどうかわからない制御不能な要因もまた考慮に入れなければならない。例えば、気

候変動と侵入種は安定性を覆し、また望ましい条件を計測し、予測し、持続する能力を挫折

させかねない。これらを回避し、また制御することは不可能であろう。このような管理の限

界を早期に認知することは不確定性の測定法の開発を促進することになる。 
 
124. 要因の影響をそれぞれの特性について順を追って考慮し、その後で必要に応じて、計画の記

載の中で影響を確認しなければならない。例えば、ひとつの要因が、湿地の中で特定された

幾つかの特性に影響を与えるかもしれない。そして、その要因に対する適切な管理介入を構

築すると、それが、同時に別の特性に対して正負の影響を与える可能性があるということを

考慮しなければならない。 
 
125. 要因は正と負の両方あるが、それを特定し、グループ分けすると、以下の項目になる。  
 

i)  内部の自然的要因 
ii)  内部の人為的要因 
iii)  外部の自然的要因 
iv)  外部の人為的要因 
v）  法律と伝統に起因する要因 
ⅵ)  利害の対立・共有に起因する要因 
vii)  物理的な考察と制約 
viii)  制度上の要因 

 
126. 生態学的な特徴の特性に関連したこれらの正負双方の要因の分類の例を、以下に示す。 
 

i)  内部の自然的要因－植物の自然な遷移や降雨による水位の変動など。 
ii)  内部の人為的要因－外来侵入種の拡大、湿地の汚染、不適切なまたは持続可能な農法

など（外来侵入種の管理についての手引きの詳細は、決議Ⅷ.18を参照のこと）。 
iii)  外部の自然的要因－気候変動の正と負の影響、潮流または海水面の変動など、湿地の

外で発生する要因。（湿地の管理を通じての気候変動と海面上昇の緩和に関する手引

きの詳細は、決議Ⅷ.3を参照のこと） 
iv)  外部の人為的要因－水の供給の変更、水の流れの自然なパターンと変動性の変更、効

率的な水の配分管理、上流の工学技術的な工事による沈殿物の増加もしくは減少、汚

染など。 
v)  法律と伝統に起因する要因－湿地の管理者が負う法的、伝統的な権利と義務がこれに

含まれる。法的な義務は、国内の、または地方の法律、または国際的な委託から発生

するものであり、国内と地方のものがより重要な要因であろう。伝統的、文化的な問

題としては、放牧、漁業、伐採権や宗教的な側面が含まれるだろう。（決議Ⅶ.8「湿地
管理への地域住民及び先住民の参加を確立し強化するためのガイドライン」と、決議

Ⅷ.19「湿地を効果的に管理するために、湿地の文化的価値を考慮するための指導原則」
を参照のこと） 
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vi)  利害の対立・共有－管理計画を自己の利益の維持への貢献とみるか否か、または利益
を発展させる機会の提供と見るかにもとづく、異なる利害関係者の賛成または反対な

ど。 
vii)  物理的な考察と制約－物理的な要因、例えばアクセスの不可能性など、これは管理目

標の達成に影響することもある。 
viii)  制度的な要因－計画の実施責任のある組織の能力と権限に対するすべての制約、そし

て、地方、（国家に準ずる）地域、また国家的規模で湿地保全と賢明な利用に責任の

ある組織、あるいは機関と、湿地に直接または間接的に影響するその他の部局との間

の相互関係（またはその欠如）が含まれる。 
 

要因と特性との関係 
 
127. ひとたび要因が特定されたら、それらが特性に与えるであろう影響について考察しなければ

ならない。それぞれの特定された特性について、要因の影響を、順を追って考察すべきであ

る。 
 
128. 要因の結果として、特性が変化する。そこで、変化の方向と、変化の指標となりうるものを

特定することが大切である。この、要因と適切な達成指標の選択との関係は非常に重要であ

る。湿地にあるものすべてを計測するのは不可能である。そこで管理者は、変化する可能性

が最も高い指標についてモニタリングをすることに照準を絞るべきである。 
 
129. さまざまな特性と、これらの特性に影響する要因の双方についてのモニタリングが不可欠で

ある。 
 
実施限界値 
 
130. 実施限界値の目的は、それぞれの要因について許容可能で、そして耐えられるレベルだと考

えられる範囲の値を特定することである。 
 
131. 監視とモニタリングは、最も重要な要因に照準を合わせる。これらの要因が、特性を管理す

る能力に、正または負の影響を与える。特性に重要な影響を与えることがわかっている要因

にはどれも許容レベルを定義しなければならない。例えば、しばしば外来侵入種に対する耐

性レベルの設定が必要となる。これは種の全面的な受け入れ拒否から存在受け入れまでのレ

ベルである。レベルを設定することにより、残存個体数を一定限度以下にすることができる。

他の例としては、湿った草地を藪が被覆する限度のような生物学的な限界値や、狩猟、漁業

など人間の活動についての限界値も含まれる。 
 
132. 実施限界値には、上限あるいは下限、また時にはその両方が必要である。しかし実際には、

同じ特性に上限と下限の両方が適用されることは殆どない。上限は通常望ましくない要因に

適用される－それらは最大限の許容度を定義する。－下限は正の要因に適用される。 
 
133. ほとんどの場合、正確で、科学的に定義できる限界値を設定することは不可能である。しか

しこれを大きな問題としてとらえる必要はない。実施限界値は、長期的にみて特性の存続が

顕著に脅かされるずっと前に介入する引き金の役を果たす早期警報システムである。もし科

学的な情報が使用できなければ、専門的な経験をこれに代えることができる。 
 
134. 要因のための実施限界値についての主要な問題は以下である。 

 
i) 負の要因の特性に対する影響は、憂慮が必要となるまでに、どの程度まで許されるか、

さらに 
ii) 正の要因が維持されていることをどの程度まで確認することが必要か 
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135. 限界値は、目標同様に、永遠に固定的なものではないということを覚えておくことが必要で
ある。もし将来、経験あるいは新しい科学的な情報により、訂正が妥当であることが示唆さ

れれば、訂正される可能性がある。 
 
136. 計画策定プロセスと特性の特定、それに影響する要因、その管理のための目標と実施限界値

の設定との間の関係を説明する例を、Box３に示す。 
 

BOX 3. 特性、要因、目標、実施限界値の特定に対する管理計画策定プロセスの例 
 
特性：地球規模で絶滅の危機にさらされた固有の魚種の重要な個体群（この理由により、ラムサ

ール基準２と７の基づき、ラムサール条約湿地として選択された） 
 
要因：その魚の種がレクレーションとしての釣りの対象として捕獲され、そのことがこの魚種の

個体群の存続に対する脅威となっている可能性がある。 
 
目標：レクレーションとしての釣りに制限を加えることにより、この魚種の存続に適した個体数

を維持する。 
 
運用の制限（地域の利害関係者との協議と合意にもとづく管理計画のもとで採択）： 
  a) 魚を捕獲することを許可された漁師の人数の制限（許可制度の確立を通じて） 
  b) 捕獲されるその魚種の捕獲数の制限（例：漁獲期の漁師一人当たりの漁獲数を３個体と

し、残りはすべて放流する）；そして 
  c) 捕獲されるその魚種の最小サイズの制限（例：成魚で 20㎝以上のもの、これ以外のもの

は全部逃がす）。 

 
要因のモニタリング 
 
137. 特性に影響を与えている、あるいは与える可能性のある要因をモニタリング、または記録す

ることが非常に重要である。 
 
138. 定量化され、前のいくつかの段落で述べた実施限界量の対象となる要因についてモニタリン

グを実施しなければならない。例えば、ある生息地における外来侵入種に対する許容度はそ

の上限が示されるだろう。いったん限界量が設定されると、その個体数が限界量を越えるこ

とのないようモニタリングを実施しなければならない。もし限界量を越えれば、越えたとき

に管理または制御を実施することになる。 
 
139. 特性と要因の関係が明らかでない場合、記録または監視が必要となるだろう。例えば、野生

生物が草地に影響を与える要因の一つが放牧である。動物が植生に与える影響が分からない

時には、適正な保有レベルを特定できないであろう。この場合、組織化され、一貫した方法

により、放牧動物数の記録をとるためのプログラムが必要となる。やがて適当な保有レベル

の設定が可能になり、監視からモニタリングへと移行できるかもしれない。 
 
環境影響評価（EIA） 
 
140. 先の節で、なぜ重要な要因を特定し、モニタリングを実行しなければならないかを説明し、

さらに、これらの要因が湿地の特性に与える影響を、管理計画で考慮するよう勧めた。主要

でない、または簡単に制御できる要因は、上記のように扱ってもよいだろう。しかし、湿地

の内部であれ、外部であれ、主要な開発、または土地利用を変更する、大規模な案件につい

ては、湿地管理計画の完成前に、環境影響評価の実施が必要となるであろう。2つ以上の案
件が存在する状況においては、環境影響評価は、それらの案件の累計的な影響を計算に入れ



決議Ⅷ.14 
 

 180

なければならない。 
 
141. さらに、湿地の内外での、湿地の生態系に明白な影響を与える可能性のある開発計画などの

新しい要因は、環境影響評価の完全実施の対象としなければならない。予測できない影響を

確実に検知するために、モニタリングシステムを設立し、また事業開始以前に負の影響に対

処するためのプロセスを立ち上げなければならない。 
 
142. 環境影響評価を通して、開発計画が湿地全体、あるいは一部に重大な負の影響を与える可能

性があると結論が出るかもしれない。それにもかかわらず優先的な理由のために、事業の実

施へ向けて計画が進むときは、破壊の最小限化、緩和策、補償策を確立しなければならない。 
 
143. 湿地に関する影響評価の手引きの詳細は、決議Ⅶ.16と、決議Ⅷ.9の手引きを参照のこと。 
 

第 3段階 達成指標、限界とモニタリング 
 
144. 目標は定量化され、計測可能でなければならない。計画策定のプロセスのこの段階では、特

性の状況についての証拠として利用される、達成指標を特定する。 
 
145. 一つの特性を全体として計測するのは不可能なので、達成指標という制限された範囲に照準

をあわせることが必要である。例えば、水質維持という管理目標の下では、この特性は塩分、

PH、伝導性、溶存酸素濃度、栄養塩濃度、重金属濃度、など多くの要素で構成されている。
これらの全てのモニタリングは容易ではなく、費用対効果もよくないであろう。しかし水質

に対する達成指標として適正なものに、栄養塩濃度がある。この指標は下に述べる 4つの基
準にあてはまるからである。 

 
146. 一般に達成指標とは、 

 
i)  特性の、特徴、性質または属性であり、その特性固有で、特性から分離し難いもので

なければならず； 
ii) 特性の一般的状況の指標となるべきもので、それ自体以外の何かについて情報を与え

なければならず； 
iii)  定量化と計測が可能でなければならない；さらに 
iv)  特性の現在の状況を把握可能にするために必要な証拠を得るための経済的な方法を

提供しなければならない。 
 

147. 生態学的な特徴の特性の、種と生息地の構成要素のためのいくつかの達成指標の一般例 
 
i) 種についての達成指標 
a) 量 
 個体群のサイズ、例えば：  

• 総個体数 
• 繁殖個体総数 
• 周年サイクルにおける特定地点の個体数 
• 個体群の範囲または分布 

b) 質 
• 生存率 
• 繁殖率 
• 年齢分布 

 
ii) 生息地についての達成指標 
a) 量 
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• 生息地が占める地域の広さ 
• 生息地の分布 

b) 質 
• 物理的な構造 
• 状況の指標となる種の個体またはグループ 
• 変化の指標となる種の個体またはグループ 

 
148. 社会経済学的、文化的な特性に対する達成指標も特定し、管理計画に組み込まなければなら

ない。 
 
特定限界値 
 
149. 特定限界値は、行動の閾値を表し、適正な反応の引き金を引くものでなければならない。そ

れらは、懸念の原因となることなく達成指標が変動できる値の範囲を定義する。従って、理

想的には上限、下限の２つの値が必要である。不幸なことに、この両方の限界が常に定義で

きるとは限らない。 
 
150. 限界値を理解する鍵は、限界値を超えた時に何が起こるかを理解することである。 
 
151. 限界値を超えた時に何が起こるかを規定するため必要なことは 

 
i)    モニタリング計画と集めたデータをチェックして、間違いがないことを確認すること。

全部が正しければ、次のステップへと進む。もし間違いがあればモニタリング計画を

修正する。 
ii)   もし変化が起きて限界を超えてしまったら、なぜ変化が発生したか原因を見出すこと。

変化は一つまたは複数の要因の影響、あるいは適正な管理の欠如によって起きる。要

因、あるいは管理の間違いの箇所が分かったら、要因に対処するために修復的管理を

実施するか、または現行の管理を改善することが必要であろう。 
iii) 変化が発生したが、その理由がわからない時は、原因を特定するための研究計画を策

定する。 
 
152. 生態学的な特徴に対する限界値は、個体群と生物群集の自然の力学と周期的変化を認識した

上で策定しなければならない。実際のところ、自然的変動が完全に解明されている特性はほ

とんどない。個体群に関する下限は、それ以下になると個体群が存続できなくなる閾値であ

ろう。上限は、一つの個体群が別の重要な個体群を脅かす限界値、あるいは個体群が大きく

なりすぎてその個体群を支えている生息地を危うくする限界値である。 
 
153. たとえ種の存続の閾値が分かっても、管理者が絶滅の可能性に近い限界を設定することはな

いであろう。予期しない変化、または予知できない影響の可能性を計算に入れ、十分に安全

な余裕を常に考慮に入れなければならない。いろいろな意味で、限界値は確信の限界値であ

ると見なされる。すべての達成指標の値が限界値内に収まった時、特性は好ましい状態にあ

ると確信をもって考察でき、限界が超えられたときは、その確信は失われる。 
 
154. 生態学的な特徴の特性に対する限界値は、適切な利用と環境容量の限界値に深く関係してい

る。従って、人間活動・干渉の限界値もはっきりと設定し、モニタリングを実行しなければ

ならない。 
 
モニタリング達成指標 
 
155. 達成指標が設定されたときはいつもその指標のモニタリングを実行しなければならない。指

標設定の目的はまさにモニタリングである。達成指標を計測することで特性の状況の判断に

ある程度利用できる証拠が与えられる。 
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156. 湿地のモニタリング計画の策定を含む、指標とモニタリングについての詳細な手引きは、決

議Ⅵ.１と、早期警戒指標についての手引きを含むラムサール条約の「湿地リスク評価の枠
組み」（決議Ⅶ.10）を参照されたい。 

 
推奨される目標提示の様式 
 
157. 適切な指標とモニタリング計画がひとたび確定されたら、残る課題は明瞭で理解しやすい目

標の記述を行うことである。 
 
158. それぞれの特性について、まず特性のあるべき状況の説明から始め、続いて実施限界値と選

び出された達成指標を、規定された限界値とあわせて記述する。 
 
 
XVI. 根拠 
 
159. 計画の根拠の節は湿地の特性の好ましい状況を維持する（またはそれに向けて再生する）た

めに必要と考えられる管理を特定し、また大筋を記載することにあてられる。この節におけ

る決定は、要因のもう一つの評価に基づく。ここでの議論の焦点は、要因を制御するために、

管理を通した解決の仕方を追求することにあてられる。制御というのは、要因の排除、維持、

または適用を意味する。例えば放牧は湿った草地の生息地に対する明白な要因である。ここ

で考えられる選択肢としては除去、縮小、現在のレベルの維持、増加、あるいは放牧の導入

などがあり得る。 
 
160. 全ての湿地において、対処の必要があるが、特性の管理以外の理由から発生する責任、義務、

任務が他にも多くあるだろう。これらその他の義務を管理計画に含むことも重要である、特

にこれらは相当な資源投入を内包する可能性があるからである。 
 
法的義務その他の義務への準拠 
 
161. 実施目標は法的義務その他の国家的な義務（例：衛生と安全の法規）に準拠するよう準備し

なければならない。実施目標は厳密には目標ではなく、特性のために定義された目標とは意

味が異なる。ここでいう目標は、実際には、主たる特性の目標が確実に果たされるよう、湿

地で実施されるべき規定、または操作である。しかしながら、ほとんどの湿地においては、

全ての活動を個別の特性の目標に関連付けようとするのは、困難であり、非常に面倒であろ

う。これは、多くの特性に関連する活動が実施される時に、特に反復的にあらわれるだろう。 
 
湿地のインフラ管理と主要な実施業務及び後方支援業務 
 
162. 管理計画のこの節は、湿地の目的に合致する適正なインフラが確実に作られるため、実施目

標と、それに関連した管理計画の展開にあてられる。ここにはまた、主要な実施業務と支援

業務のための目標も含めることができるだろう。例えば、多くの湿地には、計画を実施する

ための管理行動を行うために、湿地内にアクセス道路網を維持することが必要となろう。 
 
 
XVII.  行動計画（管理計画と見直し） 
 
管理事業 
 
163. この章は、根拠の続きである。根拠では可能な管理の性質と必要性についての議論がなされ

るはずである。成果物は、それぞれの特性の保護に最も適していると考えられる管理プロセ

スの概要であろう。したがって、管理事業の機能は、それぞれの特性に関連付けられたすべ
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ての管理作業を詳細に記述することである。 
 
164. それぞれの管理事業では、以下の問題に注意を払うことが重要である。 
 

いつ 作業がいつ実施されて、どのくらい継続するのか 
どこで 湿地のどの場所で活動が実施されるか 
誰が 誰が作業を行うか、所要時間はどの位か 
優先性 その事業には何が優先されるか 
経費 作業にはどの位費用がかかるか 

 
165. ひとたび管理事業が明らかになれば、実施上の目的から、一連の管理事業を年間事業計画の

中に組み入れることが適当である。年間事業計画は、モニタリングの実施を案内し、支援す

るように作られる。 
 
ビジター、観光活動とレクリエーションのための計画策定 
 
166. 特性のために使われた同様の手法で、一般の人の利用（アクセス）と観光活動（ツーリズム）

に対する目標、規定及び管理事業を展開しなければならない。一般の人の利用と観光活動と

いう言葉は、最も広い意味に解釈され、公の目的以外のあらゆる理由でその湿地を訪れる人

全員を含まなければならない。人々の利用と観光活動は条約湿地の管理コストに大いに貢献

する。条約湿地はかなりの人数のビジターを惹きつけ、このことにより、地方経済、さらに

は国家の経済まで顕著な利益を受けることがよくある。ビジターが利用できるようにし、適

切な施設を提供することは、プラスになると見積もるべきである。 
 
167. 条約湿地で実施されるすべての活動には計画策定を要する。解説(インタープリテーション)

の提供の場合も例外ではない。解説は、ビジターの経験を高め、理解を手助けし、保全地域

の環境とその特性の真価を認めさせるという試みである。解説は、多様な目的に使うことが

できる重要なツールである。解説は、それ自体が目的ではなく、他への影響を通じて、組織

的なさらに湿地特有の目的の達成を手助けする方法である。 
 
168. 詳細な手引きについては、ラムサール条約広報教育普及啓発プログラム（CEPA）、決議Ⅷ.31、

さらにラムサール条約 CEPA ウェブサイト(http://ramsar.org/outreach_index.htm)を参照のこと。 
 
一年ごとまたは短期の見直し 
 
169. 湿地が計画の要件に沿って管理されているかどうか確認するために、短期間の見直しを実施

しなければならない。 
 
大きな見直しまたは監査 
 
170. 大きな見直しまたは監査はいかなる管理計画プロセスにも不可欠な構成要素と考えるべき

である。監査の機能は： 
 
i)  湿地が、少なくとも要請された基準で管理されているかどうかを評価し 
ii)  その管理が効果的で十分であるかどうか、出来るかぎり確認し；そして 
iii) 湿地の特性の状況が正確に評価されているか確かめる。 

 
171. 常に必要なわけではないが、監査プロセスは、外部の監査官によるものが最良である。この

プロセスは、すべての問題点または憂慮を特定し、如何なる問題の解決に対しても勧告を与

えることを追及する建設的なプロセスである。 
 
172. 見直しと監査は、通常事前に決められたタイムテーブルに沿って実施される。見直しの間隔
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には、湿地の特性を保護する能力について管理者が持っている確信が反映されるであろう。

健全な特性をもった管理のしやすい湿地では、5年またはそれ以上の間隔になるかもしれな
い。しかし、繊細な湿地で、脅威が容易に制御できない場所では、間隔はずっと短くなけれ

ばならない。 
 
173. 全ての湿地において、もし新しい、あるいは予測できない脅威が明白になった場合は、いつ

でも見直しが実施されなければならない。計画策定のプロセスの時期を、湿地の要請に合わ

せて調整する事が重要である。 
 
174. ラムサール条約湿地リスト記載の湿地のうち、生態学的な特徴が脅威に曝されていると認め

られたことによって、モントルーレコードに記載された湿地については、ラムサール諮問調

査団を見直し・監査の一つの形とする。 
 


